
平成26年6月30日
飯田市長 牧野光朗
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個性を活かし自立した地方をつくる
飯田の取組

地方分権改革シンポジウム
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約８００年の伝統を持つ
湯立て神楽「霜月まつり」
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上村地区の実態

H１７．１０ 人口 ７００人 世帯数２８２
H２４． ４ 人口 ５００人 世帯数２１９

市の支援策
年間維持費
約３００万円

地域の持続可能性
を重視した
政策的判断

上村プロジェクトにおける「入口政策」

入口政策上村保育園

平成26.4月に園児数７人へ

平成２４年４月現在の園児数は、３人。

このままいくと、平成25年４月には１人となってしま

い閉園となる危機にたたされていた



○小沢川（県管理一級河川・砂防対策完了）
◇年間を通じて0.25㎥/S程度の取水量が確保できる。
◇堰堤取水の水路方式で、約150kwの発電が見込める。
◇水利権者、漁業権者、地権者、環境影響が少ない。
◇地元の上村地区全世帯（約300戸）への供給が可能。

過疎地の活性化モデルとなる可能性がある。
発電事業に地域住民が主体的に参画し、事業収益が地域に還元される事
業スキームを創りだす。
市は、住民合意形成（共同研究）、関係機関との調整（水利権調整等）、
リスクヘッジ（災害対策）、資金調達の仕組みづくりなどに積極的に関
わっている。

小水力発電の実現に向けた取組み
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保育園を維持することにより、子育て世代の定着に
つながる。

地域が持続可能的に維持・発展する。

コミュニティ
ビジネスの

起業と収益の
持続的
地域再投資

市の支援策
年間維持費
約３００万円

地域の持続可能性
を重視した
政策的判断

上村プロジェクトにおける「入口政策」と「出口政策」

入口政策出口政策

地域環境権によ
る小水力発電

上村保育園

平成26.4月に園児数７人へ

平成２４年４月現在の園児数は、３人。

このままいくと、平成25年４月には１人となってしま

い閉園となる危機にたたされていた

上村地区の実態

H１７．１０ 人口 ７００人 世帯数２８２
H２４． ４ 人口 ５００人 世帯数２１９



8

千代地区 H26.4月末現在

人 口 １８１２人
世 帯 数 ６０７戸
高齢化率 ４０.６％

日本の棚田百選 よこね田んぼ

千栄保育園はＨ15～16年の２年間、園児
が10人を下回ったことから、公立保育園と
して維持が難しい状況になった。
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体験教育旅行

日本のランドオペレータの草分け的
存在である㈱南信州観光公社によ
る体験教育旅行
H25年度 約100校15000人を受入
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元 11 12 13 14 15 16 17
千代 55 30 31 33 32 33 31 32
千栄 28 16 19 18 11 9 8 6

計 83 46 50 51 43 42 39 38

Ａ案 Ｂ案

千代保育園 ２園統合 民営化

千栄保育園 廃止 分園

園児数の減少

社会福祉法人
千代しゃくなげの会の設立
（Ｈ17.10.12 県知事認可）

地域を挙げた検討と準備

基本財産１０００万円余を地域
住民１戸１万円の寄付などで調達

県の補助金
打ち切り

Ｈ17.11. 1 千代保育園経営移管記念行事
Ｈ18. 4. 1 千栄保育園分園化

千代保育園で長時間保育開始
Ｈ18. 5. 1 子育てサロン開所
Ｈ19. 4. 1 未満児保育開始
Ｈ23. 4. 5 千代デイサービスセンター

「しゃくなげの郷」開業
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社会福祉法人 千代しゃくなげの会

○ 飯田市千代デイサービスセンター 「しゃくなげの郷」
◆ 通所デイサービス 定員15名

○ 千代保育園
○ 千栄分園

＜千代しゃくなげの会基本理念のポイント＞

１ 地区一人一人が直接的又は間接的に運用に関与
２ 地域の子どもやお年寄りは地域で守り育てる
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＜保育園児＞
●長時間保育や未満児保育も実現

＜小学生＞
●小学生の学童保育（放課後、夏休み）
も開始

＜子育て世代＞
●地域外で生活する親子が地域に帰って
来るようになった
●家庭の子育て、介護への不安が減って
きた

＜高齢者＞
●地域内のデイサービスに喜んで通う
高齢者が増えた
●入所者と保育園児の交流で、笑顔が
増えた

各世代がいきいきと輝き、地域の活性化に
～ 千代しゃくなげ会の活動がもたらしたもの ～



人口増加、高度経済成長

（右肩上がりの時代）

人口減少、少子化、高齢化、低成長、財政難

（右肩下がりの時代）

課題Ａ

A省庁 B省庁

基礎自治体

補助A 許認可B

都道府県
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（客体）住民、事業者

課題Ｂ

自分たちの地域は
自分たちでつくる
（自主自立）の時代へ

国・都道府県

（主体） 住民、事業者

＜基礎自治体＞

環境整備
（権限移譲）

支援
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
（管
理
）

協
働
・共
創

自らの暮らしを充実する
『暮らしづくり』の主体は地域住民
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従来の行政
の特徴的概念（例示）

縦割り

公平性

予算の分配

対症療法的対応

改善

既成概念を乗り越え
地域の活力を引き出すための『共創の場』


